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関係機関と連携した訓練等の実施状況について【2018年度及び2019年度実績】 【2018】　：　2018年度実績、　【2019】　：　2019年度実績 電気事業連合会

原子力エネルギー協議会

関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練

下北地域広域行政
事務組合_東通消防
署

各種火災（油火災、管理区域
内火災等）を想定した消火訓
練
【2018】5/15,9/21,3/14
【2019】8/1,2/13

柏崎市消防署

消火器による消火訓練（実
火）、消火栓による放水訓練
等
【2018】6/8
【2019】6/18

若狭消防組合
敦賀・美方消
防組合

高浜発電所消防総合訓練
（複数（管理区域内外）の火
災発生を想定した訓練）
【2018】11/16
【2019】9/12

女川消防署

消防機関による講義および実
技指導、化学消防自動車によ
る泡消火薬剤放水訓練、消火
器を使用した実火消火訓練
【2018】9/25

柏崎市消防署

荒浜側洞道内ケーブル火災
を踏まえた訓練
（屋内消火訓練、屋内救助訓
練、屋外消火訓練）
【2018】3/6
【2019】2/12

若狭消防組合

美浜発電所消防総合訓練
（複数（管理区域内外）の火
災発生を想定した訓練）
【2018】12/18
【2019】2/20

石巻地区広域本部
事務組合消防本部
（通信指令センター、
石巻消防署、石巻東
消防署、女川消防
署、牡鹿出張所）

シナリオ非提示等による訓
練、通報連絡訓練、消防機関
との情報連絡・車両誘導訓
練、自衛消防隊による消火活
動訓練、管理区域入退域訓練
【2018】12/19
【2019】12/19

薩摩川内市
西部消防署

消防訓練
（管理区域内外の火災発
生を想定した訓練）
【2018】12/13,1/10
【2019】11/28,12/24

石巻地区広域行政
事務組合消防本部、
仙台市消防局

原子力災害医療訓練
（被ばく・汚染患者等の受け入
れ対応、関係機関との調整）
【2018】1/24
【2019】11/12

薩摩川内市
消防局

被ばく傷病者対応訓練
（汚染負傷者の搬送、治
療）
【2018】2/9
【2019】2/9

青森県立中央病院
青森県医療薬務課

通報訓練・養生訓練等
（防護服着装・医療資器材等
の養生　等）
【2018】6/21,9/6,9/27
【2019】6/26,8/8,10/2

柏崎市消防署

新潟県原子力防災訓練に係
る個別訓練（原子力災害医
療訓練）
【2019】11/8

福井県立病院
公立小浜病院
若狭消防組合
消防本部

緊急被ばく医療訓練
（被ばく患者の搬送受け入
れ対応訓練）
【2018】8/25(高浜、大飯）

青森県立中央病院
弘前大学病院、八戸
市民病院
青森消防署、青森県
医療薬務課

原子力災害医療訓練
（被ばく・汚染患者等の受け入
れ対応、関係機関との調整）
【2018】11/26
【2019】11/13

新潟県東部ドク
ターヘリ
柏崎市消防署

ドクターヘリ離着陸連係訓練
【2019】10/7

福井県赤十字
病院

緊急被ばく医療訓練
（被ばく患者の搬送受け入
れ対応訓練）
【2019】8/31(美浜）

東通村診療所・青森
県医療薬務課
下北広域行政事務
組合下北消防本部
および東通消防署

緊急被ばく医療訓練
（汚染を伴った負傷者の救急
車による搬送および医療機関
での受け入れ対応）
【2018】12/12
【2019】9/11

福井県立病院
福井県航空事
務所

緊急被ばく医療訓練
（被ばく患者の搬送受け入
れ対応訓練）
【2019】9/14（本部）

石巻赤十字病院、東
北大学病院、国立仙
台医療センター、弘前
大学、青森県立中央
病院（※）、福島県立
医科大学、石巻地区
広域行政事務組合消
防本部、仙台市消防
局

原子力災害医療訓練
（被ばく・汚染患者等の受け入
れ対応、関係機関との調整）
【2018】1/24
【2019】11/12（※青森県立中
央病院は除く）

公立小浜病院
原子力安全研
究協会

緊急被ばく医療訓練
（被ばく患者医療措置対応
訓練）
【2019】12/17（本部）

＜核物質防護上の情報を含むため不開示＞

治安機関（警察・
海保）との連携

町立富来病院
【2018,2019】

羽咋消防本部（志
賀消防署【2018】、
志賀消防富来分署
【2019】）

緊急被ばく医療訓練
（発電所での汚染傷病
者発生から病院受入ま
での対応訓練）
【2018】10/26
【2019】10/25

愛媛県医療対策本
部
市立大洲病院
八幡浜消防
広島大学(指導)
市立八幡浜病院

(以下は通信訓練）
愛媛大学医学部付
属病院
松山赤十字病院
愛媛県立中央病院

原子力災害医療活動
訓練
(発電所での汚染傷病
者発生から、医療機関
傷病者受入までの訓
練)
【2019】10/30

済生会川内
病院、鹿児島
大学病院、長
崎大学、鹿児
島県

被ばく傷病者対応訓練
（汚染負傷者の搬送、治
療）
【2018】2/9
【2019】2/9

岩内協会病院
北海道大学病院

原子力災害医療訓練
（発電所での汚染傷病
者発生から病院受入ま
での対応訓練）
【2019】2/13

柏崎市消防署

中越沖地震の経験を踏まえ
た消火系配管破損による屋
内消火栓使用不可を想定し
た消火訓練（屋内救助訓練）
【2018】12/19
【2019】9/20

市立御前崎総
合病院、静岡県
立総合病院、御
前崎市消防本
部、県消防本部
航空隊

原子力災害医療訓練
（発電所での汚染傷病
者発生から病院受入ま
での対応訓練）
【2018】2/6
【2019】1/29

原子力災害医療訓練
（被ばく・汚染患者等の
受け入れ対応、関係機
関との調整）
【2019】11/8,9（国訓練）

八幡浜消防署
市立八幡浜総合
病院
八幡浜保健所

緊急被ばく医療合同訓
練
（汚染傷病者の搬送、
引き継ぎ、治療）
【2018】1/29
【2019】8/27

唐津赤十字
病院、長崎大
学

被ばく傷病者等受入訓
練
（汚染負傷者の搬送、医
療処置）
【2018】2/2
【2019】11/30

2018・2019年度共に
計画および実績なし

敦賀美方消防
組合

敦賀発電所消防訓練
（地元消防と連携した
消防訓練）
【2018】3/13
【2019】12/17

医療機関との連
携

岩内協会病院
札幌医科大学附
属病院

原子力災害医療訓練
（発電所での汚染傷病
者発生から病院受入ま
での対応訓練）
【2018】10/22

名古屋第二赤
十字病院

CBRNE
※

災害訓練
※CBRNE（シーバーン）
災害：化学（chemical）・
生物（biological）・放射
性物質（radiological）・核
（nuclear）・爆発物
（explosive）によって発
生した災害
【2018】6/20

公立能登総合病院
七尾鹿島消防本部

緊急被ばく医療訓練
（発電所での汚染傷病
者発生から病院受入ま
での対応訓練）
【2018】7/27
【2019】7/12

松江赤十字病
院病院

唐津市消防
本部

管理区域内における火
災発生時に関する訓練
【2018】9/13,12/25,2/2
【2019】11/30

被ばく傷病者等受入訓
練
（汚染負傷者の搬送、医
療処置）
【2018】2/2
【2019】11/30

ひたちなか・
東海広域事務
組合消防本部
（笹野消防
署、田彦消防
署）

総合防災訓練火災訓
練
（自衛消防隊による初
期消火活動、発電所対
策本部の設置）
【2018】10/17
【2019】11/14

岩内・寿都消防
組合（岩内署）

原子力災害医療訓練
（発電所での汚染傷病
者発生から病院受入ま
での対応訓練）
【2018】10/22
【2019】2/13

柏崎市消防署

中越沖地震の経験を踏まえ
た消火系配管破損による屋
内消火栓使用不可を想定し
た消火訓練（屋内消火訓練、
屋外消火訓練）
【2018】12/19
【2019】9/20

消防署指導会
【2018】6/7,8
【2019】7/17,18

敦賀・美方消
防組合

大飯発電所消防総合訓練
（複数（管理区域内外）の火
災発生を想定した訓練）
【2018】12/19
【2019】10/17

羽咋消防本部（志
賀消防署、志賀消
防富来分署）

消防総合訓練
（避難及び初期消火）
公設消防連携訓練
（通報連絡、消火及び
消防機関との連携）
【2018】1/25,3/13
【2019】12/9,2/20

松江市消防本
部

火災および傷病者を想
定した避難及び初期消
火活動並びに傷病者
搬送訓練
【2018】11/20
【2019】12/4

八幡浜消防署

各種火災（油、電気、
管理区域内）を想定し
た消防自動車等による
対応訓練
［現地合同訓練］
【2018】
6/26,8/24,12/14
【2019】6/24,11/26

八幡浜消防署（評
価・指導のみ）

火災および傷病者を想
定した屋外消火栓およ
び屋内消火栓による対
応訓練
【2018】2/21
【2019】2/19

電気火災を想定した消
防自動車等による対応
訓練
【2019】9/25

関西 中国 四国 九州 原電

地元消防機関と
の連携

岩内・寿都消防
組合（泊支署）

火災および傷病者を想
定した対応訓練
【2018】10/19
【2019】10/18

御前崎市消防
本部

御前崎市消防本部との
連携訓練（通報連絡、消
火及び消防機関との連
携)
【2018】10/17
【2019】10/24

北海道 東北 東京 中部 北陸
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関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練 関係機関 訓練

関西 中国 四国 九州 原電北海道 東北 東京 中部 北陸

福井県
（関係市町村
含む）

本部運営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】8/25,8/26（国訓練）
【2019】8/30,8/31

佐賀県
（関係市町含
む）

通報連絡訓練
スクリーニング訓練
【2018】2/2
【2019】11/30

京都府
（関係市町村
含む）

本部運営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】8/25,8/26（国訓練）
【2019】9/22,11/30

長崎県
（関係市町含
む）

通報連絡訓練
スクリーニング訓練
【2018】2/2
【2019】11/30

滋賀県
（関係市町村
含む）

本部運営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】8/25,8/26（国訓練）
【2019】9/1,10/16,10/17,
          11/17,11/24

福岡県
（関係市町含
む）

通報連絡訓練
スクリーニング訓練
【2018】2/2
【2019】11/30

岐阜県
（関係市町村
含む）

本部運営訓練
【2018】11/25
【2019】11/24

鹿児島県
（関係市町含
む）

通報連絡訓練
スクリーニング訓練
【2018】2/9
【2019】2/9

・各社とも、美浜原子力緊急事態支援センターとの連携訓練を実施。

＜核物質防護上の情報を含むため不開示＞

富山県
（関係市町村含む）

本部運営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】11/11
【2019】11/4,11/17

鳥取県（関係
市町村含む）

初動対応訓練
スクリーニング訓練
【2018】10/30
【2019】11/10（国訓練）

東海村

東海村広域避難訓練
（対策本部設置、自治
体本部への要員派遣）
【2018】7/16
【2019】6/24

愛媛県
（関係市町村含
む）

緊急時通報連絡訓練
スクリーニング訓練等
【2018】10/12
【2019】10/30

茨城県主催
（他自治体等）

茨城県通報連絡訓練
【2018】8/23
【2019】7/31

宮城県
（関係市町含む）

本部運営訓練
【2018】1/24

スクリーニング訓練
【2018】1/24
【2019】11/13

【1F】
内閣府
福島県
周辺市町村
関係機関

【KK】
内閣府

【1F】
原子力災害現地対策本部図
上演習（主催：内閣府）
【2019】9/19,9/20

【KK】
原子力災害現地対策本部図
上演習(OFC要員対象研修)
【2019】1/21,1/22

御前崎市

御前崎市との連携訓練
（「避難行動要支援者の
安全確保に関する協
定」に基づく訓練）
【2019】9/1

静岡県
（関係市町村含
む）

本部運営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】2/5,2/6
【2019】1/28,1/29

石川県
（関係市町村含む）

本部運営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】11/11
【2019】11/4

島根県（関係
市町村含む）

初動対応訓練
スクリーニング訓練
【2018】10/30
【2019】11/10（国訓練）

その他

北海道
（関係町村含む）

本部設営訓練
スクリーニング訓練等
【2018】10/22
【2019】2/6,2/13

青森県
（関係市町村含む）

スクリーニング訓練
【2018】11/11
【2019】11/13

【1F】
福島県
周辺市町村
関係機関

【KK】
新潟県

【1F】
福島県原子力防災通信連絡
訓練（主催：福島県）
【2019】
・第1回　5/29
・第2回　9/4

【KK】
新潟県原子力防災訓練
【2019】11/8,11/9
・11/8：オンサイト訓練
           （本部）
・11/9：オフサイト訓練
           （避難等）

自衛隊との連携

(2/2)



美浜原子力緊急事態支援センター所有資機材の

自衛隊機材を用いた輸送訓練等について

令和２年３月２４日

電気事業連合会
原子力エネルギー協議会

日本原子力発電株式会社 美浜原子力緊急事態支援センター

第６回中央連絡会議資料
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美浜原子力緊急事態支援センター支援資機材搬送

陸路搬送
※1

民間ヘリ
民間船舶使用

※2

支援センターから
発災事業者に要請

内閣総理大臣から防衛大臣へ要請
自衛隊原子力災害派遣

発災事業所への資機材搬送

可

不可（陸路遮断等）

可

不可

【ＥＲＣ官邸チーム】

※1::各事業所に対し，
複数のルート選定済み

※2::各事業所に対し，
空路，海路に係わる情報を共有（データ整備）

支援要請(資機材等搬送)

資
機
材
搬
送
手
段
の
流
れ

・オンサイト対策は事業者の責任において実施すべきものであるが当該事業者だけでは十分な措置を講ずるこ
とができない場合には，それまでに得られた情報や通報内容等を踏まえ，官邸チーム実動対処班は，実動組織
を含む関係省庁との調整を行い，十分な安全確保を行った上で，それぞれの実動組織が対応可能であると認め
た活動の範囲内において，各関係省庁はそれぞれの実動組織によるオンサイト対策に係る調整等の対応を行う。

防災基本計画第１２編第１章第５節１及び原子力災害対策マニュアル第２第１編第４章第２節１２

改造・購入等

・自衛艦隊司令部(横須賀)
・海上自衛隊舞鶴地方総監部

自衛隊中部方面隊

ヘリ搭載検証 輸送艦搭載検証

【積み込み不可の場合】
・車両改造の検討・積み込み補助器具の検討等

陸上自衛隊美保分屯地 海上自衛隊呉基地

自衛隊との連携による搬送訓練

自衛隊協力のもと，支援センター資機材搭載検証を実施

○美浜原子力緊急事態支援センター（以下「支援センター」という。）では，各原子力事業所への緊急時資機材の搬送を支援センターの搬送車両による

陸路搬送を基本としているが，陸路遮断時の搬送は，次の通りである。

2019.9.30 第5回中央連絡会報告済み
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民間搬送に係わる整備状況

陸路搬送，民間ヘリ，船舶の使用に関して，支援センターで一元管理

陸路搬送ルートと所要時間
各原子力事業所における港間の航行距離と航行時間
各事業者契約ヘリ機種と搭載可能資機材

【例：陸路】 【例：海路】

【例：空路】

2019.9.30 第5回中央連絡会報告済み
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民間搬送の訓練・検討状況

年月 対象事業所 走行距離（片道）

1 2017.9月 玄海原子力発電所 約 800 Km

2 2018.4月 伊方原子力発電所 約 550 Km

3 2018.8月 大飯原子力発電所 約 60 Km

4 2018.8月 高浜原子力発電所 約 70 Km

5 2018.10月 六ケ所濃縮・再処理工場 約 1200 Km

6 2018.12月 敦賀原子力発電所 約 40 Km

7 2019.8月 美浜原子力発電所 約 20 Km

8 2019.11月 島根原子力発電所 約 450 Km

9 2019.12月 浜岡原子力発電所 約 300 Km

10 2020.1月 志賀原子力発電所 約 200 Km

・机上での支援センターからの陸路搬送ルートと所
要時間に対し，実走行確認を実施

【走行確認の目的】
机上の所要時間に対する実走行時間の確認
搬送ルート上，大型車両が通行可能であること
の確認

○現在までに，１７原子力事業所のうち，１０事業

所に対し，走行確認を実施。今後も計画的に実走
行確認を行う。

【陸路】

【空路】

・各原子力事業者が契約しているヘリコプ
ターに対し，机上での資機材積込み配置検
討中

【主な搬送資機材】
ドローン，ロボット，同付属品等

搭載検証の実施

（例）

（資機材配置：例）
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民間搬送の訓練・検討状況

【海路】
東日本大震災時における民間フェリー運航状況 各原子力事業所への民間フェリー活用ルートの選定 （2020.3月時点）

今年度，民間フェリー航路を活用した実走行訓練を実施した。
支援センターから川内原子力発電所近傍までのルート確認

（2020.3月実施）

計画的に民間フェリー航路を活用した資機材搬送訓練する。
無線重機の搬送訓練等

民間フェリー航路を活用した実走行訓練

○東日本大震災時において，民間フェリー航路は，震災後の実績として

運行を継続していた航路もあり，全ての航路が長期的な運休となること
は考えにくい。このため，各原子力事業所への民間フェリー活用ルートを
選定（複数ルート）し，支援センターでの一元管理とした。

支援センター

川内

宮崎カーフェリー

４



〇九州電力川内原子力発電所への資機材搬送ルート確認（2020年3月2日～3月6日）において，往路は民間フェリーを活用した搬送ルート
確認とし，復路は事前に搬送ルートと選定している陸路確認を実施した。

民間フェリー航路を活用した実走行訓練 2020.3.2～6 ５

支援センター

川内

海路（往路）

陸路（復路）

3月2日 3月3日 3月4日 3月5日 3月6日

行程

補足
行程の陸路時間は,休息時間を含む 後方支援拠点確認

・事業者防災業務計画記載
箇所(6箇所全ての確認)

行程の陸路時間は,休息時間を含む
・机上計画時間 :13時間25分
・実走行時間(休息除く) :13時間49分

13:00 16:00

19:10 8:30

8:55 15:30

9:10 16:00 8:15 18:00

8:38 15:45
支援
センター

神戸

神戸 宮崎

宮崎 川内

川内 広島

広島
支援
センター

：海路 ：陸路

フェリー（こうべエキスプレス）
総トン数：11,933トン 全長／全幅：170m／27m 制限高さ：4.3m 制限荷重：50t

フェリー車両乗船ランプウェイ（船体側面） フェリー車両下船ランプウェイ（船体後方）

支援センター保有の最大車両25t車と同等の車両乗船状況
車両乗船可能であることを確認
注意点：ランプウェイ傾斜による車両後部の接触に注意
（接触はなかったが，裕度が少ないことが確認された）

資機材搬送ルート走行確
認に使用した車両
ロボットコントロール車
8t車両

資機材搬送確認ルート図

〇今後，計画的に実施する民間フェリー航路を活用した資機
材搬送訓練時に他の民間フェリーについても確認していく

支援センター最大車両 (25t)



実動機関との連携 2019.11.10

○国主催の令和元年度原子力総合防災訓練に合わせ，支援センター，自衛隊及び事業者を含めた総合的な実搬送
訓練（以下「支援資機材搬送訓練」という。）を実施した。

６



実動機関との連携 2019.11.10 ７

〇 事前に陸上自衛隊保有のヘリ（CH-47）による，支援センターで搬送を想定している支援資機材の搭載検証を２０１９年１月
３０日に自衛隊協力のもと実施させて頂いた。

〇 この結果を基に，支援資機材搬送の優先順位及び自衛隊ヘリ搭載時の資機材配置を予め定めていたことにより，支援センター
でヘリでの搬送を想定している支援資機材，ヘリ２機分の支援資 機材のうち，ヘリ１機分で搬送する支援資機材を本訓練で
実証・確認した。

【訓練結果】
本訓練は，支援資機材を支援センター，自衛隊及び事業者の連携による初めての実支援資機材搬送訓練であったが，お互い

に連携を図り安全かつ確実に搬送した。



今後の課題／対応 ８

【民間搬送】

〇 各原子力事業所までの陸路確認を継続し，大型車両の通行不可が確認された場合，大型車両の
代替ルートを選定する。なお，現在までに実施した原子力事業所においては，通行不可は確認さ
れていない。
〇 民間ヘリの机上配置確認結果をもとに，搭載検証を進めるともに，搭載量が少ないヘリについ
ては，予め搬送資機材の優先順位を更に絞り込み，支援活動に支障が出ない搬送を計画する。
〇 各民間フェリー会社が保有する船体については，全てが同一ではないことから，民間フェリー
を活用した実走行訓練を継続し，大型車両の乗船に係わる注意点を整理するとともに必要に応じ，
車両改造の検討・補助器具の検討を行う。

【実動機関との連携から得られた搬送の課題】

令和元年度の原子力総合防災訓練における支援資機材の搬送に係わる訓練において，民間搬送
(民間ヘリ搬送時の対応)を含め，今後の資機材搬送を確実に搬送していくために得られた課題は，
次の事項であり，より実践的な訓練に繋げていくこととする。

今回の訓練において，資機材搬送としての各連携はできていたものの，自衛隊ヘリから降ろし
た資機材を事業者が手配した輸送会社のトラックに積載した。今後は，各事業所に応じた災害
時に即した形での搬送訓練を実施する。
今回の訓練は,資機材の引き渡し場所が整備(コンクリート,アスファルト)されていたことから,
支障なく資機材の引き渡しが可能であったが，災害時において，常に整備されている場所とは
限らないことから，引き渡し場所の悪路を想定した対策を検討し事前に必要な備品を支援セン

ターで準備する。

〇 今後も万一の自衛隊原子力災害派遣における連携に備え，自衛隊との連携による支援資機材
搬送訓練を継続させて頂きたい。



原子力災害時オンサイト医療に係る
取り組み状況について

電気事業連合会

原子力エネルギー協議会

２０２０年３月２４日
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１．原子力災害時オンサイト医療 事業者の目標点

原子力災害時の原子力施設における作業員に対する初期医療対応（原子力災害時オンサイト医療）
に係る体制の構築と充実化を図るため、福島第一原子力発電所事故時の教訓を踏まえ、事業者自ら確
保する医療体制により、初期医療行為が対応できる体制を構築する。
具体的には以下の目標ステップを定めて、段階的に原子力災害時オンサイト医療に係る体制の充実

化を図っていく。

【短期的対応】 ２０２０年度より体制整備開始
２０２０年度末までに各サイトの受入れ体制を確立

①国内の原子力施設１サイトでの原子力災害に対応
②福島第一原子力発電所事故時の教訓を踏まえ、ＰＡＺ及びＵＰＺ内の医療機関が機能停止となった場
合に対応

③事故後速やかに原子力事業所災害対策支援拠点等に常駐を開始し１カ月程度の医師常駐体制の構築を
行う

④サイトの医務室資機材及びDMAT同等の持ち込み資機材により対応可能な初期医療を実施
⑤周辺の医療機関・搬送機関、オフサイトセンターとの連携による、重篤患者への対応、被ばく医療を
確実に履行

⑥原子力防災訓練において代表サイトにおけるオンサイト医療体制の構築状況及び実効性を検証し継続
的改善に努める

【中期的対応】 ２０２１年度より拡充体制の整備検討
①長期間の医師常駐体制の維持が可能となる体制整備を検討
②全サイトの原子力防災訓練において、オンサイト医療に係る体制の構築状況を確認し、地域別又は各
サイトの個別事情に対する実効性を検証し継続的改善に努める

【長期的対応】 継続的改善に取り組む事項
①複数サイトにおける原子力災害の同時発災にも対応可能な初動体制の確立
②オンサイト派遣医師の初動体制及び交代医師の確保拡充
③原子力防災訓練によるオンサイト医療体制の継続的な改善活動

1



平常時

警戒
事態

初動対応
派遣開始
体制確立

施設敷地
緊急事態

医師常駐
初期体制

医師常駐
中期体制

医師常駐
長期体制

速やかに ～１週間程度 ～１カ月程度 ～収束まで継続

原安協と情報共有

原安協への
派遣要請準備指示

医
療
ス
タ
ッ
フ

派
遣
要
請

①原安協との事前契約
→医療スタッフの派遣契約
締結

②派遣候補者の育成
→原安協による医療スタッフ
（派遣候補者）への専門的
知識及び技能習得研修の
実施

→事業者被ばく医療訓練へ
の派遣候補者の参加

③派遣候補者名簿管理
→原安協による研修受講者
名簿管理、現況調査

④事業者の体制整備
→責任者、受入、連絡調整、
傷病者搬送の随行者を事
前指定

→応急処置、簡易除染用
資機材保管、点検実施

→医務室、居室の整備

⑤各関係機関と事前協議
→国・自治体・消防・受入医
療施設とのオンサイト傷病
者受入に係る事前協議

⑥各関係機関との連絡会
→長期的な医師常駐体制
構築に係る連絡会開催

【発災事業者】

【原安協】

【医療機関】

事業者と情報共有

医療スタッフ
招集・装備確認

医療スタッフ受入準備

医療スタッフ
移動・連絡手段確認

速やかに原子力
事業所災害対策
支援拠点等へ到
着※
・医師２名
・看護師１名
・ロジ１名

速やかに原子力
事業所災害対策
支援拠点等へ配
置
・放管要員１名
・ロジ１名

移
動
支
援

医
療
ス
タ
ッ
フ

常
駐
開
始

要員配置
・放管要員１名 ・ロジ１名

交替で要員配置※
・医師１名
・看護師１名

物資補給

物資補給支援

滞在環境維持

医療スタッフ健康管理

要員配置※
・医師２名
・看護師１名

【検討中】

常駐体制の維持に向け、
以下の対策を電事連大で
検討（外部からの支援につ
いて今後関係機関と協議）

①原安協による派遣候補
者拡充

②中央の医療関係団体・
各機関からの支援

③全国の医療機関からの
支援

【今後の課題】

長期的な医師常駐体制を
維持するための全国的な
ネットワーク体制の構築

オンサイト傷病者受け入れ

連
携

連
携

※ 医療スタッフの線量管理と安全確保は事業者としても責任を持って実施

２．原子力災害時オンサイト医療 対応スキーム
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発災事業者

原子力災害
発生

連
絡

医療機関

原子力災害医療協力機関

原子力災害拠点病院

オフサイトセンター

医療班

原
子
力
安
全

研
究
協
会

・医師による医療措置の実施
・救急救命措置、トリアージ
・汚染部位の除染

医務室等

・医療スタッフ派遣要請
・緊急被ばく医療措置の実施
・通報連絡
・関係機関との連携等

事業所対策本部

搬送

・医療スタッフ派遣要請（支援）
・緊急被ばく医療措置（支援）
・通報連絡
・関係機関との連携等

本店等対策本部

連絡

支援

・情報収集
・医療スタッフ派遣指示
・移動手段確保
・通信連絡体制維持
・資機材調達・輸送
・関係機関との連携等

対策本部機能

医療
スタッフ派遣

国・自治体・関係機関
各医療団体

高度被ばく医療支援センター
原子力災害医療・総合支援センター

協力

支援
搬送

放管要員随行

連
絡
・
派
遣
要
請

連絡

支援連携

連携

各機能班

連携

・情報収集
・オンサイト医師 支援派遣
・オンサイト看護師 支援派遣

長期的な医師常駐体制維持に
係るネットワーク

支援

・オンサイト災害対策活動の支援活動

【発災事業者】※設置時
原子力事業所災害対策支援拠点

搬送先病院支援

医療
スタッフ
派遣

原子力規制委員会等

規制庁ERC
※ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ立上げまで

医療班 各機能班

３．原子力災害時オンサイト医療 各関係機関との連携（案）
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４．２０２０年度の取り組み

• 原子力災害時オンサイト医療に係る医療スタッフ派遣体制を構築（医療ス
タッフ派遣に係る契約を原子力安全研究協会と締結）

• 合わせて、原子力災害時オンサイト医療に活用する資機材等を調達し、その
管理体制を構築

• また、各サイトにおける医療スタッフ受入れ体制を構築するとともに、各地
域の医療機関・搬送機関との連携を確認

• 加えて、原子力総合防災訓練にてオンサイト医療に係る訓練を取り組む

• さらに、オンサイト医療の実効性確保・継続的改善に向けた、被ばく医療に
係る専門家等で構成する会議体を設置

以上の取り組みを通じ、

２０２０年度末までを目途に、発災サイト原子力事業所災害対策支援拠点等
への医療スタッフの派遣、以降１か月程度の常駐体制を構築する。

また、【中期的対応】である長期間の医師常駐体制の維持に向けた取り組み

に着手していく。
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（参考）実効性確保・継続的改善に向けた会議体（検討中）

5

原子力災害時におけるオンサイト医療対応の実効性確保・継続的改善
に向けた、事業者による会議体の設置を検討中。

【オンサイト医療体制構築委員会（仮称） 】

１．委員
・医療関係団体・医療機関 関係者、各事業者

２．協議内容
・各サイトの原子力災害時オンサイト医療体制 構築状況の共有
・医療関係者、原子力災害拠点病院及び搬送関係者等との連携強化
・原子力災害時における医療関係団体・医療機関との協力体制の確立
・各社の原子力災害医療に係る諸課題の検討

３．開催回数
・定例委員会を年２回開催

４．２０２０年度重点事項（案）

・各サイトの原子力災害時オンサイト医療に係る体制構築状況確認、
課題事項の協議




